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令和６年１月９日  

地域中核研究大学等強化促進基金助成金における交付条件 

 

独立行政法人日本学術振興会（以下「振興会」という。）から地域中核研究大学等強化促

進基金助成金(以下「助成金」という。) の交付を受ける採択大学及び連携大学（以下「補

助事業者」という。）が、地域中核研究大学等強化促進基金助成金（地域中核・特色ある研

究大学強化促進事業）取扱要領（令和５年規程第22号。以下「取扱要領」という。）第８条

４項の規定により従うべき交付条件は次のとおりとする。 

 

1 総則 

 

【法令等の遵守】 

補助事業者は、補助事業の実施に当たり、補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という。）、補助金等に係る予算の執

行の適正化に関する法律施行令(昭和30年政令第255号。以下「施行令」という。）、地

域中核・特色ある研究大学強化促進事業に係る地域中核研究大学等強化促進基金の運用

基本方針（令和５年４月14日文部科学大臣決定。以下「運用基本方針」という。）、取

扱要領及びこの交付条件を含む、関係する法令等を遵守しなければならない。 

 

【用語の定義】 

本交付条件において、用語の定義は取扱要領第３条及び第４条の規定を準用する。 

 

【補助事業者の責務】 

補助事業者は、助成金が国民から徴収された税金等でまかなわれるものであることに

留意し、助成金の交付の目的に従って誠実に補助事業を行うように努めなければならな

い。 

 

【事業計画の提出】 

採択大学は、補助事業の計画を明らかにするため、振興会が別に定める期日までに、

別に定める様式により事業計画を振興会に提出しなければならない。 

 

【助成金の管理等】 

補助事業者は、取扱要領及び本交付条件に定めるところにより、助成金の管理に係る

諸手続を行わなければならない。 

 

2 助成金の使用 

 

【助成金の公正かつ効率的な使用】 

補助事業者は、交付される助成金の公正かつ効率的な使用に努め、本交付条件に違反

する使用をしてはならない。 

 

【助成金の経費区分】 

助成金は「戦略的実行経費（経費Ａ）」、「研究設備等整備経費（経費Ｂ）」に区分
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して使用及び管理をしなければならない。各区分の内容は以下のとおりとする。 

経費Ａ：研究力の向上戦略を実行するために必要な経費であり、経費Ｂに含まれな 

いもの（研究戦略の企画・実行、技術支援等を行う専門人材の人件費、研究 

者の人件費、旅費、謝金、調査費、その他研究力の向上戦略の実行に必要な 

経費） 

経費Ｂ：研究設備等整備経費：研究機器購入費、研究機器購入に伴う設置経費、研究

・事務DX（デジタル・トランスフォーメーション）や研究機器共用の推進を

含む研究環境の高度化に向けて必要となる環境整備費、その他研究力向上に

係る研究設備の整備及びその付帯事務費等 

なお、経費Ａ、経費Ｂ間の流用は振興会が真に必要と認める場合に限るものとする。 

 

【助成金の費目別内訳】 

補助事業者は、経費Ａ及び経費Ｂを、それぞれ物品費、旅費、人件費・謝金、その他、

の４つの費目に分けて使用及び管理をしなければならない。各費目の対象となる経費の

例は、以下のとおりとする。 

 

（1）物品費 

 

①設備備品費 

 補助事業の実施に必要な機械装置、工具器具備品等の購入、製造又はその据付等に

要する経費。装置等の改造（主として機能を高め、又は耐久性を増すための資本的支

出）及びソフトウェア（機器・設備類に組み込まれ、又は付属し、一体として機能す

るもの）を含む。 

 

②消耗品費 

補助事業の実施に必要な資材、部品、消耗品等に要する経費。例えば、ソフトウェ

ア（バージョンアップを含む）、図書・書籍、実験器具類、事務用品等が挙げられる。

 なお、消耗品の定義・購入手続は補助事業者の規定等に従うこととする。 

 

（2）旅費 

 

①旅費 

補助事業の実施に必要な旅費に要する経費。例えば、補助事業の実施に必要となる

外国・国内への出張又は移動にかかる経費、外国からの研究者等の招へいにかかる経

費、研究者等が赴帰任する際にかかる経費等が挙げられる。 

なお、旅費の算定は、補助事業者の規定等に従うこととし、その手段・経路等につ

いては最も経済的な通常の経路及び方法により、選択すること。 

 

（3）人件費・謝金等 

 

①人件費 

補助事業の実施に必要な研究戦略の企画・実行、技術支援等を行う専門人材、研究

者等を雇用等する場合の給与等にかかる経費。 

なお、給与に係る単価等は、補助事業者の規定等に基づき算定すること。 

 

②謝金 



 

- 3 - 

補助事業の実施に必要な知識、情報、技術の提供に対する経費。例えば、委員会等

の外部委員に対する委員会出席謝金、データ・資料整理等の役務の提供への謝金、通

訳、翻訳の謝金（個人に対する委嘱）等が挙げられる。 

なお、謝金に係る単価等は、補助事業者の規定等に基づき算定すること。 

 

（4）その他 

 

①外注費 

補助事業の実施に必要な外注※にかかる経費。例えば、機械装置・備品の操作・保

守・修理（原則として当該事業で購入した備品の法定点検、定期点検及び日常のメン

テナンスによる機能の維持管理、現状の回復等を行うことを含む。）等の業務請負、

通訳・翻訳・校正（校閲）・アンケート調査等の業務請負（業者請負）等が挙げられ

る。 

※ 本費目は、請負契約によるものに限る。委任契約によるものは「委託費」として計

上すること。 

 

②印刷製本費 

補助事業の実施に必要な資料等の印刷、製本にかかる経費。例えば、チラシ、ポス

ター、写真、図面コピー等必要な書類作成のための印刷代等が挙げられる。 

 

③会議費 

補助事業の実施に必要な会議・シンポジウム・セミナー等の開催にかかる経費。例

えば、会場借料、国際会議の通訳料、外部者が参加する会議等に伴う飲食代（アルコ

ール類は除く。）等が挙げられる。 

 

④通信運搬費 

補助事業の実施に必要な物品の運搬、データの送受信等の通信・電話料等にかかる

経費。例えば、電話料、ファクシミリ料、インターネット使用料、宅配便代、郵便料

等が挙げられる。 

 

⑤光熱水費 

補助事業の実施に必要な機械装置等の運転等に要した電気、ガス及び水道等に係る

経費。なお、合理的根拠により本補助事業に係る使用量を特定する必要がある。 

 

⑥その他（諸経費） 

上記の各項目以外に、補助事業の実施に必要な経費。例えば、物品等の借損（賃借、

リース、レンタル）及び使用にかかる経費、倉庫料、土地・建物借上料、施設・設備

使用料、研究成果発表費、広報費（ウェブサイト・ニュースレター等）、広告宣伝費、

求人費、保険料（補助事業に真に必要なもの（レンタカーの基本料金に含まれる保険

料等、強制的に加入が必要となるもの等））、振込手数料、データ・権利等使用料（特

許使用料、ライセンス料（ソフトウェアのライセンス使用料を含む。）、データベー

ス使用料等）、特許関連経費、書籍等のマイクロフィルム化・データ化、レンタカー

代、タクシー代（補助事業者の規定等に基づき『旅費』に計上するものを除く。）、

委託費等が挙げられる。また、補完的な定型業務である場合、当該業務を委託（委任

契約によるものに限る。）することができる。なお、その際の委託費は、原則として

補助対象経費の総額の５０％を超えないこと。 
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【分担金の配分】 

採択大学は、助成金受領後、連携大学が使用する経費Ａ若しくは経費Ｂ又はその両方

を、分担金として当該連携大学に配分しなければならない。分担金の額については、原

則として事業計画に記載した額とする。 

 

【補助事業の一部委託】 

補助事業者は、事業計画で予め示すことにより、補助事業の一部を他の機関等に委託

することができる。その際、委託する業務の内容に応じて、経費Ａ若しくは経費Ｂ又は

その両方を当該機関等に支出することができる。ただし、当該機関等は委託費の管理を

2-3に定める費目に分けて行わなければならない。また、補助事業の遂行上必要な場合

には、補助事業者から委託を受けた機関からの委託（再委託）も可能とするが、再々委

託は認められない。 

 

【補助事業・契約等の開始】 

補助事業者は、交付決定の通知を受領後、直ちに補助事業を開始し、必要な契約等を

行うことができるが、必要な経費は、助成金受領後に支出する、又は補助事業者が立て

替えて助成金受領後に精算しなければならない。 

 

【助成金の交付請求】 

採択大学は、事業計画に基づき、各年度に必要となる経費について、振興会が別に指

定する期日までに、別に定める「交付請求書」により、助成金の交付請求を行わなけれ

ばならない。 

 

【執行計画の変更】 

採択大学は、助成金の年度毎の執行予定額を変更する場合には、別に定める「事業計

画変更承認申請書」により申請を行い、事前に振興会の承認を受けなければならない。

なお、経費区分毎の交付決定額を超えて執行計画を変更してはならない。 

 

【助成金の年度をまたぐ使用】 

補助事業者は、交付を受けた助成金において事業計画変更等に伴い発生した未使用分

については、最終年度を除き、返還することなく、翌年度に引き続き使用することがで

きる。ただし、各年度における補助事業の実施状況を振興会に報告する際には、当該年

度に未使用となった助成金の発生理由を明らかにしなければならない。 

 

【納品等及び支出の期限】 

補助事業に係る物品の納品、役務の提供等は、補助事業の期間内に終了しなければな

らない。なお、最終年度の支出については、実績報告書の提出期限までに行わなければ

ならない。 

 

【使用の制限】 

補助事業の実施のために、本助成金を支出する直接の必要がないと考えられる経費

（懇親会経費や酒、煙草等に係る経費・手土産などの経費等）には使用してはならない。

また、社会一般的にみても適切でない経費や本来大学が負担すべきでない経費を負担し

ているものなどについても使用することはできない。なお、補助事業内容に応じて支出

の必要性を勘案した結果、使用できない場合がある。  
 

【経費の合算使用】 

補助事業者は、経費Ａ及び経費Ｂについて、補助事業に関連する部分の切り分けが可
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能な場合に限り、他の経費と合算して使用することができる(当該他の経費に合算使用

の制限がある場合はこの限りでない。)。 

 

3 補助事業を変更する上で必要な手続（交付申請書の記載内容の変更に当たっての

遵守事項等） 

 

【変更できない事項】 

「補助事業の概要」及び「補助事業の目的」は、変更することができない。 

 

【補助事業の中止又は廃止】 

採択大学は、補助事業を中止又は廃止しようとする場合には、別に定める「補助事業

中止（廃止）承認申請書」により申請を行い、事前に振興会の承認を受けるとともに、

未使用の助成金を返還しなければならない。 

 

【補助事業者の変更】 

採択大学は、連携大学を変更する場合には、別に定める「事業計画変更承認申請書」

により申請を行い、事前に振興会の承認を受けなければならない。 

 

【補助事業委託先の変更】 

採択大学は、補助事業の一部を委託する機関等を変更する場合には、委託事業の内

容に応じて、別に定める「変更届」により、事前に振興会へ届け出なければならな

い。 

 

【助成金の費目間の流用】 

採択大学は、補助事業の経費Ａ及び経費Ｂの各経費区分における費目間の流用につ

いて、各年度における経費総額のそれぞれ50%を超えて流用しようとする場合には、別

に定める「事業計画変更承認申請書」により申請を行い、事前に振興会の承認を受け

なければならない。なお、50%を超えない場合には、手続を経ることなく変更すること

ができる。 

採択大学は、経費Ａ及び経費Ｂの経費間の流用については、別に定める「事業計画

変更承認申請書」により申請を行い、事前に振興会の承認を受けなければならない。 

 

【事業計画の軽微な変更】 

「事業計画変更承認申請書」により申請を行う事項及び「変更届」により届出を行

う事項を除く事業計画の内容の変更は、振興会への手続を経ることなく補助事業者の

判断により行うことができる。 

 

【補助事業者情報の変更】 

補助事業者は、3-3に定めるもののほか、補助事業者に関する情報に変更がある場合に

は、別に定める「変更届」により、速やかに振興会へ届け出なければならない。 

 

【助成金の追加交付】 

採択大学は、執行計画の変更に伴い、年度途中で助成金の追加交付を求める場合には、

別に定める「前倒し交付請求書」により、交付請求を行わなければならない。 
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4 実施状況の報告 
 

【実施状況報告書の提出】 

採択大学は、最終年度を除く各年度終了後２ヶ月以内に、別に定める「実施状況報告

書」により、振興会に補助事業の実施状況を報告しなければならない。 
 

5 実績の報告 

 

【実績報告書の提出】 

採択大学は、補助事業完了後２ヶ月以内（補助事業を中止又は廃止した場合には、当

該廃止の承認を受けた後２ヶ月以内）に、「実績報告書」により、振興会に実績報告を

行わなければならない。 
 

6 交付決定の取消し 
 
補助事業者は、取扱要領第16条1項の規定により交付決定の取消し等の措置がなされ

た場合には、交付した助成金の全部又は一部を返還しなければならない。 
 

7 知的財産権の帰属 
 

補助事業で得られた成果に係る特許権等の知的財産権の帰属は、補助事業者の規定
等に基づくものとする。 

 

8 取得財産の管理等 
 

【取得財産の管理義務】 

補助事業者は、補助事業により購入した設備備品等の資産については、管理台帳の備

え付け等の方法により、善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。 
 

補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」

という。）については、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管

理し、助成金交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければならない。 
 

振興会は、補助事業者が取得財産等を処分することにより、収入があり、又はあると

見込まれるときは、その収入の全部又は一部に相当する金額を振興会に納付させること

ができる。 
 

【財産処分の制限】 

補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した価額が50万円以上の機械

及び重要な器具を、助成金の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、取り壊

し、廃棄し、又は担保に供しようとするときは、予め振興会の承認を受けなければなら

ない。ただし、以下のいずれかに該当する場合はこの限りではない。 
（1）補助事業者が、運用基本方針10(2)に基づき助成金の全部に相当する金額を納

付した場合 
（2）「補助事業者等が補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産のうち処

分を制限する財産及び補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処
分制限期間を定める件(平成14年文部科学省告示第53号)」に定める期間を経過
した場合 
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8-3の規定は、振興会が8-4の承認をする場合において準用する。 
 

【財産処分承認申請の承認の基準】 

8-4における財産処分の承認の基準は「文部科学省所管一般会計補助金等に係る財産

処分承認基準」によることとする。 
 

9 事業成果の公表等 
 

【事業成果の公表】 

補助事業者は、補助事業期間中及び終了後において、補助事業の成果を取組事業・権

利取得等に支障のない範囲で積極的に公表しなければならない。 
 

【事業成果公表の報告】 

採択大学は、補助事業の成果について、新聞、書籍、雑誌等において公表を行った場

合、実施状況報告書又は実績報告書により振興会に報告しなければならない。 

 
10 適正な使用の確保 

 

【経費管理・監査体制の整備】 

補助事業者は、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基

準）」を踏まえ、経費管理・監査体制を整備しなければならない。 
 

【助成金の管理・監査体制の整備等の報告】 

補助事業者は、助成金交付に当たり、「研究機関における公的研究費の管理・監査の

ガイドライン（実施基準）」に基づく研究費の管理・監査体制を整備すること、及びそ

の状況等についての報告書である「体制整備等自己評価チェックリスト」を、府省共通

研究開発管理システム（e-Rad）を通じて文部科学省に対して提出しなければならない。

ただし、文部科学省及び文部科学省が所管する独立行政法人が所管する他の公的研究費

の応募の際に、e-Radを使用して既に同報告書を提出している場合はこの限りではない。

また、助成金を継続して管理している間、毎年度12月1日までにチェックリストを提出

しなければならない。 
 

【経費管理担当者の報告】 

補助事業者は、交付予定額の通知を受けた補助事業毎の経費管理責任者を選任し、振

興会に報告しなければならない。 
 

【内部監査の実施】 

補助事業者は、毎年度、補助事業に関する内部監査を実施しなければならない。 
 

【不正な使用及び不正受給に係る調査の実施】 

補助事業者は、助成金の不正使用又は不正受給が明らかになった場合（不正使用や不

正受給の疑いがある場合を含む。）には、速やかに調査を実施し、その結果を振興会に

報告しなければならない。 
 

【日本学術振興会が行う調査等への協力】 

振興会が補助事業者に対し、助成金の経理について調査又は報告を求めた場合には、

補助事業者は振興会に対して協力しなければならない。 
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11 研究活動における不正行為への対応 
 

【規程等の整備】 

補助事業者は、不正行為を防止するとともに、その疑いが生じた場合に適切に対応で

きるようにするため、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」

（平成26年８月26日文部科学大臣決定）を踏まえ、必要な規程等を定めるとともに、研

究力の向上に係る取組による研究開発の実施に関わる研究者に周知しなければならな

い。 

 

補助事業者は、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」に基づ

き、補助事業に関わる全ての構成員（研究者、事務職員、技術職員及びその他関連する

者）に対して、定期的にコンプライアンス教育を実施し、受講状況等を把握しなければ

ならない。合わせて、定期的に啓発活動を実施し、助成金の不正な使用の防止に向けた

意識の向上を図らなければならない。 

 また、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づいて、

補助事業に関わる構成員を対象に研究倫理教育を実施することとする。 

 

【研究活動の不正行為に係る調査の実施】 

補助事業者は、助成金による研究活動における不正行為が明らかになった場合（不正

行為の疑いがある場合を含む）には、速やかに調査を実施し、その結果を振興会に報告

することとする。 
 

12 その他 

 

【人権保護及び法令等の遵守に係る事務】 

補助事業の遂行に当たり、以下のような関係する法令等を遵守しなければ行うこと

ができない研究等を実施する場合には、関係する法令等に基づく文部科学省等関係府省

庁等への届出等に関する事務を適切に行うために必要な体制等を整備し、当該事務を行

うこととする。 

・社会的コンセンサス（関係者の同意・協力）を得る必要がある場合 

・個人情報の取扱いに配慮する必要がある場合（個人情報の守秘、人権の保護等） 

・生命倫理・安全対策に取り組む必要がある場合（ヒトゲノム・遺伝子解析研究、特定

胚の取扱いを含む研究、遺伝子組換え実験を含む研究を実施する場合等） 

・外国為替及び外国貿易法（昭和24年法律第228号）に基づき規制されている技術の非居

住者若しくは外国への提供（記録媒体等での持ち出し、電子メールでの送信も含む。）

又は貨物の輸出をしようとする場合 等 

 

【関係書類の整理・保管】 

補助事業者は、別に定める「収支簿」により、補助事業の経理について補助事業以外

の経理と明確に区分し、助成金の収支に関する帳簿を備えるとともに領収証書等関係書

類を整理し、補助事業完了後５年間保管しておかなければならない。 

 

補助事業者は、補助事業の一部を他の機関等に委託する場合には12-2と同様に扱う

ものとし、委託費の収支に関する帳簿を委託先の機関等から入手し補助事業完了後５年

間保管しなければならない。 
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